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副目的

款 項 目 大 中
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実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

助成 0

五条川左岸流域関連公共下水道事業認可区域内の住民に生活環境の改善と公共用水域

の水質保全のため、下水道普及率の向上を目指す。

市街化区域内の人口密集地及び区画整理事業施行区域を中心に下水道管きょの整備を

行なった。

平成２３年度に公共下水道の事業計画の事業変更認可を行い、下水道区域を２１２．５ヘク

タール増とした。

下水道事業認可区域：２，６７６ヘクタール

整備期間：昭和４８年度～平成２９年度

総事業費：６４９億円

職員は、整備計画に基づき、設計、監督を行う。
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会計区分
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計画係
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平成３０年度以降

汚水・排水処理

担当課

担当部

直接実施・

運営

92

下水道事業特別会計
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下水道法

内容

（手段）

公共下水道を普及促進する

担当係

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

汚水管整備事業

事業類型 施設整備系
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人
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国・県支出金

費

用

直接経費

受益者負担

Ｈ24予算額

財

源

無

Ｈ23決算額

666,085

Ｈ22決算額

902,000

従事者数

直接経費：汚水管渠整備費

委託費：　54,219千円

工事費：445,183千円

補償費：166,683千円

その他財源：起債、受益者負担金、一般会計繰入金

（手段）

242,180

27,126

930,190

Ｈ21決算額

5.10

771,629その他財源

人件費

61,650

対前年比

従事者数

正職員

0.00

その他職員

680,547

61,047

709,801

65.9

5.30

0.00

29,254

0.00

61,706

1,075,459

0

費用合計

1,048,333
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98.4

109,401
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整備率

平成２３年度に公共下水道の事業計画の事業変更認可を行なったため、整備面積等

の目標値が変更したが、変更後の目標値に対して、ほぼ達成することが出来た。ま

た、下水道の普及率は順調に推移している。
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年年年年 下水道普及率は順調に推移しているもの、公共下水道事業は長年に渡って整備を要
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方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

公共下水道を利用できる整備面積はまだ少なく、休・廃止をすれば、多くの市民が公

共下水道を利用することが出来なくなる。そのため、既に下水道を利用することが出

来る地区との不公平感が生じる。

公共下水道事業計画の事業変更認可をしたところであり、今後とも安定した下水道整

備が必要と考えられる。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

下水道普及率は順調に推移しているもの、公共下水道事業は長年に渡って整備を要

するものである。また、平成２３年度に事業計画の変更に伴い、整備区域を拡大した。

そのため、安定した予算措置が必要と考えるものである。

小牧市の普及率は平成２３年度で６９．３％で平成２２年度（普及率６８．１％）と比較し

て、１．２％増に推移したもの、平成２２年度末で愛知県の普及率と比べ３．９％低いこ

とから、今後も充実した公共下水道整備が必要である。

方向性の判定

現状維持

方向性の判定

改善案等

一次評価のとおり。
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